
 

 

 

産業労働部 

１ 県の主な取組                                                            

（１）市町村との連携による企業誘致活動の展開 

① 市町村との連携による企業訪問等 

○ 県外事務所職員と市町村派遣職員との合同による企業訪問の実施 

（平成 27 年度：東京事務所 2名（千曲市、岡谷市） 

○ 市町村との合同による北陸地域の企業訪問の実施 

（H26 年度は 4 市と合同で 18 社を訪問） 

○ 企業から市町村又は県へ立地候補地探索の依頼があった場合、市町村と  
県の間で可能な範囲で情報を共有し、候補地を協働して提案 

○ 県内に拠点を持ち県外に本社機能がある企業の情報や長野県への立地意向
を持つ企業の情報等を市町村と共有し誘致に繋げる。 

 

② 市町村との連携による立地優遇施策の構築 

県    ：建物・設備取得への助成、不動産取得税の課税免除 

市町村：土地取得への助成、固定資産税の課税免除等 

（県内 67 市町村に優遇措置あり） 

 

③ 市町村との連携による企業立地に係る基本計画の策定 

○ 企業立地促進法に基づき、県・市町村が連携して、企業立地に係る基本計

画を策定済み（県内 12 地域） 

 

④ 市町村を含めた誘致担当職員のスキルアップ 

「県・市町村産業誘致担当職員スキルアップ研修会」 

本年度は、6 月 8 日（月）13:30～15:30 に県安曇野庁舎で開催予定 

 

（２）平成２７年度における２つのアクション［New Tactics］ 

① 本社機能・研究開発機能の誘致（地方創生関連） 

○ 県外に本社があり、県内に生産拠点等を立地している企業の本社機能・ 研
究開発機能の誘致に取り組む。 

○ 地方創生の一環として打ち出された国の「地方拠点強化税制」を活用    

（本年夏頃以降の見込み）。県の新たなインセンティブも検討中 

 

② サプライヤーの誘致（ビッグデータ活用） 

○ 県内企業への資材等の販売の多い県外企業等（サプライヤー）の営業所、

物流・生産拠点の誘致に取り組む。地域経済分析システムにより探索予定 

 

 

「企業と人材の誘致」（未来を担う人材定着戦略）について 
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